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1. はじめに 

 線路下の埋戻しでは，桁下空頭の制限や狭隘な施工条件

から締固めが困難な場合が多く，転圧不要な材料が求めら

れている．埋戻し材として，コンクリート，気泡モルタル

が一般的に用いられており，その他の材料として流動化処

理土がある．コンクリートは在来土と比べ自重が重く線路

下構造物に対して応力増となり，気泡モルタルは気泡がつ

ぶれないように1回の打上高を1.0mと制限するためコスト

増が考えられる．流動化処理土は，流動性があるため施工

性もよく，地山の特性と同程度であることから土の設計法

を適用でき，リサイクルや環境面からも今後更に期待され

る材料である．しかしながら，流動化処理土を線路下に適

用する場合の既往の知見として，以下のことが報告1)されて

おり，実用化に至っていないのが現状である． 

(1) 列車荷重の繰返し載荷による沈下抑制のため，一軸圧

縮強度は 6,000kN/m2以上が必要 

(2) 乾燥すると一軸圧縮強度が低下する可能性があるため，

適用箇所は地表面以深の湿潤環境下に限定 

 本研究では，線路下の埋戻し材に流動化処理土を実用化

することを目的として，(2)の乾燥環境下で強度低下する課

題に着目し，乾燥状態における強度特性を確認するための

乾燥試験，大気中に接する面の流動化処理土の合理的な表

面保護材を提案するための屋外暴露試験を実施した． 

2. 流動化処理土の配合 

本研究における流動化処理土に使用した泥土の物理性状

を表1，流動化処理土の配合条件を表2に示す．流動化処理

土に使用した土は，浜松地区の現場発生土である．流動化 

表1 流動化処理土に使用した泥土の物理性状 

粘土
シルト

砂 礫

2.703 20 35 45 12.3 7.7

土粒子の
密度

(g/cm3)

含水比
(%)

塑性指数
Ip

粒度構成 (%)

 

表2 流動化処理土の配合条件 

泥水密度

(g/cm3)
固化材

(kg/m3)

処理土
密度

(g/cm3)

フロー
(mm)

ブリー
ディング

(%)

一軸圧縮
強度材令

28日
(kN/m2)

1.45 500 1.6以上 160～300 1未満 6,000以上
 

処理土の固化材は，経済性，汎用性および建設副産物の再

利用の観点から高炉セメントB種を採用した．配合条件は，

既往の文献 1), 2)を満足する配合を設定した． 

3. 流動化処理土の乾燥試験 

(1) 試験概要 

 乾燥試験は，φ5cm×10cm の流動化処理土の供試体を屋 

内で製作し，材令 28 日まで湿潤雰囲気養生 (乾燥による供

試体の含水比変化のない状態での養生) 3)を行った．その後， 

40℃の一定温度の乾燥炉に入れて，最大 70 日間乾燥させ，

定期的に土の一軸圧縮試験(JIS A 1216)および土の含水比試

験(JIS A 1203)をそれぞれ計 15 回実施した． 

なお，乾燥温度を 40℃に設定したのは，自然環境下にお

いて，高い温度に設定することで強度特性の変化が明確に

現れると判断したためである． 

(2) 試験結果 

乾燥期間の経過日数に対する一軸圧縮強度と含水比との

関係を図1に示す．一軸圧縮強度は経過日数 15 日までは上

昇傾向であるが，30 日以降から低下している．一軸圧縮強

度と含水比の関係から，含水比が 12%までは一軸圧縮強度

が低下していない．さらに乾燥が進み，含水比が 5%程度と

なると明らかに一軸圧縮強度が低下している． 

4. 流動化処理土の屋外暴露試験 

(1) 表面保護材の選定 

実施工における制約条件としては，工事桁撤去後の軌道

を復旧する前の短時間での施工，工事桁直下の狭隘な場所

での施工などがあり，これらの制約条件を満たす有効な表 
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図1 経過日数に対する一軸圧縮強度と含水比との関係 
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バラストマット バラスト コンクリート基準試験体 

 

図2 供試体の暴露試験状況 
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図3 一軸圧縮強度と試験日との関係 
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図4 含水比と試験日との関係 

面保護材として，バラストマット，バラスト，コンクリー

トの 3 種類を選定した． 

(2) 試験概要 

 屋外暴露試験は，100cm×100cm×50cm の流動化処理土

の供試体を屋外で製作し，屋外ヤードで495日間(約1年半) 

気中暴露を行った．暴露期間中に各供試体からテストピー

ス（φ5cm×10cm)を採取し，乾燥試験と同様に，土の一軸

圧縮試験(JIS A 1216)および土の含水比試験(JIS A 1203)を

それぞれ計六回実施した．供試体の種類と数量は 4 種類，

各 1 体であり，表面保護を施さない基準供試体と，表面保 

護として，バラストマット(t=25mm)，バラスト(t=200mm)，

コンクリート(t=150mm)の 3 種類の比較供試体である． 

各供試体に用いた流動化処理土は 1 台の流動化処理機で

製作し，ブルーシートで 24 時間養生した後，表面保護材で

被覆して，暴露試験を 9 月 1 日から開始した．供試体の暴

露試験状況を図2に示す． 

(3) 試験結果 

一軸圧縮強度と試験実施日との関係を図3，含水比と試験

実施日との関係を図 4 に示す．一軸圧縮強度は，表面保護

の有無や種類に係わらず，暴露期間を通じて全てのテスト

ピースが目標強度 6,000kN/m2以上であった．四季を通した

屋外で 495 日間暴露させても目標強度を確保していた．一

軸圧縮強度の優劣については，コンクリートで表面保護し

たものが，最も高い圧縮強度を安定的に発現していた． 

含水比については，暴露期間を通じて全てのテストピー

スが 35%以上を保持していた．乾燥試験結果より，12%以

上の含水比を保持できていたため，一軸圧縮強度が低下し

なかったものと考えられる．表面保護を施していない基準

供試体は，含水比が低下すると想定していたが，ほとんど

低下しなかった．これは，降雨の影響により含水比が保持

されたためと考えられる．表面保護の有無の比較では，基

準供試体に比べて，表面保護材で被覆した供試体の方が含

水比は高く，中でもコンクリートで表面保護したものが，

最も高い含水比を安定的に保持していた． 

5. まとめ 

(1) 流動化処理土の含水比が 12%を保持していれば，一軸

圧縮強度は低下しない． 

(2) 四季を通して 1 年半程度暴露させても，表面保護の有

無に係わらず，流動化処理土の含水比は 35%以上保持して

おり，一軸圧縮強度も，6,000kN/m2以上であった． 

(3) 流動化処理土をコンクリートで被覆することにより，

含水比を安定的に保持し，高い一軸圧縮強度を確保できる． 

6. 今後の展望と課題 

本研究結果から，流動化処理土の表面をコンクリートで

被覆すれば，湿潤状態で安定的に強度を保持できるため，

線路下の埋戻し材に流動化処理土が適用可能と考える．実

用化にあたっては、試験施工を行い，モニタリングにより

データを採取・蓄積し，実検証を行う必要がある。また，

保護材にコンクリートを施工せずに流動化処理土を路盤材

として利用できれば，経済性や施工性はさらに合理的とな

る．そのためには，列車荷重の繰返し載荷による流動化処

理土の変形抵抗性能について確認する必要がある． 
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